
様　式　イ

市民・企業等との協働の状況（市民・企業等の参加、支援、協力の状況）

■市民・企業等が参加しやすい環境づくり
　環境教育プログラムや環境副教材はホームページ等で公開を行い、広く意見をいただくことにより、改良を図っていくこととしてい
る。

■市民との連携、市民参加
　環境教育基本方針推進委員会の委員は、学識経験者、学校の教員、市民活動団体関係者、公募市民などで構成されており、市
民参加により検討が行われている。

■企業等との連携・協働
　 [資金協力]－
　 [人材協力] 環境教育プログラムの策定にあたっては、企業や市民活動団体の協力を得て検討を行っている。
　 [情報協力] 企業や市民活動団体の取り組みについて、環境教育プログラム等を通じて情報発信を行っている。
　 [その他の協力]－

40万5千枚 54万枚 54万枚
学校におけるエコライフ行動レポートの提出枚数
（累計）

― 27,794枚 27万枚

達　成　目　標　の　状　況
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平 成 19 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 20 年 度 事 業 内 容 　（ 予 算 ）
・環境教育に関する校外学習用バスの貸出（94台）
・環境教育関連施設連携事業に関する検討
・環境教育基本方針の進行管理（環境教育基本方針推進委
員会の立ち上げ及び委員会の実施〔2回〕）
・環境教育に関するプログラムの策定とホームページの作成
・小学生向けの環境副教材の改訂

・環境教育に関する校外学習用バスの貸出（110台）
・環境教育関連施設連携事業
・環境教育基本方針の進行管理（環境教育基本方針推進委
員会の実施〔2回〕）
・環境教育リーダーの追加養成
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　平成18年度に改定した「札幌市環境教育基本方針」で示す
基本理念である、『持続可能な社会をつくるため、環境の保
全・創造に向けた意識を持ち、自ら考え行動する「人」と「人と
人とのつながり」を育てます』を具現化するための取り組みを以
下の4点を柱にして進める。
①人材の育成
②情報の共有・活用
③プログラムの作成
④機会づくり・場づくり

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞
＜平成19～22年度を通じて実施＞
・環境教育に関する校外学習用バスの貸出
・学校ビオトープの整備支援
・環境教育関連施設連携事業
・環境教育基本方針の進行管理
＜平成19年度＞
・環境教育に関するプログラムの策定とホームページの作成
・小学生向けの環境副教材の改訂
＜平成20年度＞
・環境教育リーダーの追加養成
＜平成21・22年度＞
・それぞれの主体の連携強化・情報交換を進める機会や場の
充実
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様　式　イ
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《全体》
学校ビオトープについては、既存ビオトープの有効活用と各学校の情報共有を進めていくこととする。

[19年度]

[20年度]

計　画　と　の　差　異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)
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事　　業　　費　　の　　推　　移
項  目 19年度 22年度 計

　平成19年度には、環境教育の具体的な手引きとなるプログラム
の策定、小学校向けの環境副教材の改訂を行うとともに、環境教
育関連施設において様々な事業を実施した。さらに、「環境教育
基本方針推進委員会」を立ち上げ、施策の進捗状況や効果など
の評価・検証を行う体制を整備したところである。
　これらのことにより、環境教育の更なる推進が期待できる。

　環境教育プログラムと環境副教材の周知・活用を進めるととも
に、環境教育関連施設の連携強化が必要である。また、環境に
関する情報提供の充実についても進めていく必要がある。
　これらの施策の進捗状況や効果などについては、引き続き評
価・検証を行っていく必要がある。

今   後   の   事  業  の  予  定  ・ 方  向
・環境教育に関する情報の共有・活用について、ホームページの充実を図ることなどにより進めていくこととする。
・事業を行うにあたり、市民活動団体や企業との連携を重視し、様々な事業でその可能性を検討していくこととする。
・環境教育関連施設の連携を図るための中核施設として環境プラザを活用することとし、さらに、環境プラザの展示物の更新につい
ても、今後検討を進めることとする。

事業名 環境教育の推進

評    価　（　成　果　） 課    題

計画体系ｺｰﾄﾞ 4-2-1
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